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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配線を覆うシールドチューブと、
　前記シールドチューブを固定する金属線と、
　アース経路に通電する導電性部材と
を備え、
　前記シールドチューブは、導電性を有する糸が編まれて伸縮自在に形成されており、
　前記金属線は、第１金属線、第２金属線、及び第３金属線を有し、
　前記第１金属線、前記第２金属線、及び前記第３金属線の各々は、導電性及び可撓性を
有し、
　前記第１金属線、前記第２金属線、及び前記第３金属線は、前記第１金属線が前記第２
金属線の一端から延び、かつ前記第３金属線が前記第２金属線の他端から延びるように、
一体に形成されており、
　前記導電性部材は、板状部材であり、
　前記導電性部材は、前記第１金属線及び前記第３金属線を挿通するための２つの切欠き
と、前記第２金属線を挿入するための開口と、前記第１金属線及び前記第３金属線の各々
の端部を固定するための固定部とを含み、
　前記固定部は、前記板状部材を切り起して形成されており、
　前記第２金属線は前記開口に挿入されており、
　前記第１金属線は前記２つの切欠きの一方に挿通されており、
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　前記第３金属線は前記２つの切欠きの他方に挿通されており、
　前記第１金属線及び前記第３金属線の各々の端部は前記固定部に挿通されて固定されて
おり、
　前記シールドチューブは、前記第１金属線及び前記第３金属線の各々と、前記導電性部
材との間に挟み込まれて、前記第１金属線、前記第３金属線及び前記導電性部材と接触し
ている、配線構造。
【請求項２】
　前記導電性部材は、複数の素子を備える基板の前記複数の素子が配置される側の面を覆
う、請求項１に記載の配線構造。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の配線構造と、
　記録媒体に画像を形成する画像形成部と
を備える、画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、配線構造、及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１に記載のフェライトコアケースは、フラットケーブルを収容する。また、フ
ェライトコアケースは、コアケース部、及びケーブルケース部を備える。コアケース部は
、フェライトコアを収納する。ケーブルケース部は、フラットケーブルの配線経路に沿っ
た形状を有する。フラットケーブルをケーブルケース部に通すことによって、フラットケ
ーブルにフェライトコアを位置決めして固定する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－３１７７７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載のフェライトコアケースは、コアケース部、及びケー
ブルケース部を備えるため、フラットケーブルのような配線のノイズを抑制するための構
成が複雑になる。例えば、コアケース部は、その内部にフラットケーブルを通すため、フ
ラットケーブルの配線経路に沿って配置する必要がある。
【０００５】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、簡素な構成で配線のノイズを低減で
きる配線構造、及び画像形成装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の局面に係る配線構造は、配線を覆うシールドチューブと、前記シールド
チューブを固定する金属線とを備える。前記シールドチューブは、アース経路に通電可能
に接続される。
【０００７】
　本発明の第２の局面に係る画像形成装置は、前記第１の局面に係る配線構造と、記録媒
体に画像を形成する画像形成部とを備える。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の配線構造、及び画像形成装置によれば、簡素な構成で配線のノイズを低減でき
る。



(3) JP 6631441 B2 2020.1.15

10

20

30

40

50

【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施形態に係る画像形成装置を示す斜視図である。
【図２】本発明の実施形態に係る画像形成装置の構成を示す図である。
【図３】本発明の実施形態に係る配線構造の一例を示す斜視図である。
【図４】図３の配線構造を別の方向から見た図である。
【図５】図３の配線構造を拡大した図である。
【図６】図５において板状部材を外した状態を示す図である。
【図７】本発明の実施形態に係る配線構造の別の一例を示す斜視図である。
【図８】図７の配線構造を拡大した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態について、図面（図１～図８）を参照しながら説明する。なお
、図中、同一又は相当部分については同一の参照符号を付して説明を繰り返さない。
【００１１】
　まず、図１及び図２を参照して、本発明の実施形態に係る画像形成装置１００について
説明する。図１は、画像形成装置１００を示す斜視図である。図２は、画像形成装置１０
０の構成を示す図である。図１及び図２に示すように、画像形成装置１００は、複合機で
ある。
【００１２】
　画像形成装置１００は、画像形成ユニット１、画像読取ユニット２、及び原稿搬送ユニ
ット３を備える。
【００１３】
　画像形成ユニット１は、用紙Ｐに画像を形成する。画像形成ユニット１は、例えば、い
わゆる「電子写真方式」によって用紙Ｐに画像を形成する。用紙Ｐは、「記録媒体」の一
例に相当する。画像形成ユニット１は、「画像形成部」に相当する。
【００１４】
　画像読取ユニット２は、原稿Ｒの画像を読み取る。画像読取ユニット２は、例えば、Ｃ
ＩＳ（Ｃｏｎｔａｃｔ　Ｉｍａｇｅ　Ｓｅｎｓｏｒ）ユニットを備え、ＣＩＳユニットが
原稿Ｒの画像を読み取る。
【００１５】
　原稿搬送ユニット３は、原稿Ｒを画像読取ユニット２に搬送する。原稿搬送ユニット３
は、いわゆるＡＤＦ（Ａｕｔｏ　Ｄｏｃｕｍｅｎｔ　Ｆｅｅｄｅｒ）を構成する。
【００１６】
　次に、図３～図６を参照して、本発明の実施形態に係る配線構造の一例について説明す
る。図３は、配線構造の一例としての配線構造４を示す斜視図である。
【００１７】
　図３は、図１に示す画像形成装置１００から画像読取ユニット２、及び原稿搬送ユニッ
ト３を取り外した状態を示す。すなわち、図３では、画像形成ユニット１の上面に配置さ
れた種々の部材が露出している。図４は、配線構造４を別の方向から見た図である。また
、図４では配線構造４の理解を容易にするために、他の部品、及びそれらを保持するため
の樹脂フレーム等を省略している。
【００１８】
　図３及び図４に示すように、画像形成ユニット１の上面には、配線構造４が配置されて
いる。配線構造４は、板状部材１１、配線１２、及びシールドチューブ１３を備える。ま
た、画像形成ユニット１は、フレーム２１を備える。
【００１９】
　板状部材１１は、導電性を有する材料で矩形平板状に形成されている。板状部材１１は
、例えば、ステンレス、又はアルミニウムのような金属で構成されている。また、板状部
材１１は、アース経路２０に接続され、接地されている。板状部材１１は、「導電性部材
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」の一例に相当する。
【００２０】
　アース経路２０は、導電性を備えた板金部材であり、一方側端部が板状部材１１と接続
しており、他方側端部がフレーム２１に接続している。また、フレーム２１は図示しない
電源コードを通してアースされている。
【００２１】
　配線１２は、種々の信号、又は電力を伝送する。本実施形態では、配線１２は、電力を
伝送する電線である。
【００２２】
　シールドチューブ１３は、円筒状に形成され、配線１２の外周を覆う。すなわち、シー
ルドチューブ１３に、配線１２が挿通されている。また、シールドチューブ１３は、導電
性を有する糸が編まれて、伸縮自在に形成されている。「糸」は、例えば、芯材がアラミ
ド樹脂であって、芯材の表面が錫メッキ銅箔で被覆されている。具体的には、シールドチ
ューブ１３として、日本ジッパーチュービング株式会社製のＺＳＫ－ＨＦシリーズ（品名
）を好適に用いることができる。シールドチューブ１３が伸縮自在に形成されているため
、配線１２が曲折している場合であっても、シールドチューブ１３で配線１２の外周を覆
うことができる。
【００２３】
　次に、図５及び図６を参照して、配線構造４について更に詳細に説明する。図５は、配
線構造４を拡大した図である。図６は、図５において板状部材１１を外した状態を示す図
である。図５に示すように、配線構造４は、金属線１４、及び固定部１５を更に備える。
また、板状部材１１は箱状の部材であり、天板１１Ａ、側板１１Ｂ、切欠き１１１、及び
切欠き１１２を有する。側板１１Ｂは、開口１１３を有する。
【００２４】
　切欠き１１１、及び切欠き１１２は、板状部材１１の天板１１Ａの一辺に互いに離間し
て形成されている。切欠き１１１と切欠き１１２とは、開口１１３によって連通している
。切欠き１１１、及び切欠き１１２には、金属線１４が挿通される。
【００２５】
　固定部１５は、金属線１４を板状部材１１に固定する。固定部１５は、第１固定部１５
１及び第２固定部１５２を有する。第１固定部１５１と第２固定部１５２とは、板状部材
１１を山型形状に切り起こして形成されている。
【００２６】
　金属線１４は、シールドチューブ１３を板状部材１１に押圧して固定する。金属線１４
は、導電性及び可撓性を有する金属製の線材である。本実施形態では、金属線１４は、い
わゆる「針金」である。金属線１４は、第１金属線１４１、第２金属線１４２、及び第３
金属線１４３を備える。第１金属線１４１～第３金属線１４３は、一体に形成されている
。
【００２７】
　金属線１４のうち、第１金属線１４１と第３金属線１４３とが、シールドチューブ１３
を板状部材１１に押圧して固定する。第２金属線１４２は、天板１１Ａの下方に配置され
る。第１金属線１４１の第２金属線１４２と離間する側の端部は、外側に折り曲げられて
おり、第１固定部１５１に挿通されて板状部材１１に固定される。第３金属線１４３の第
２金属線１４２と離間する側の端部も、外側に折り曲げられており、第２固定部１５２に
挿通されて板状部材１１に固定される。
【００２８】
　金属線１４は、例えば、以下のようにして配置される。まず、第２金属線１４２を開口
１１３から天板１１Ａの下方に挿入し、第１金属線１４１と第３金属線１４３とを、切欠
き１１１及び切欠き１１２にそれぞれ挿通する。次に、第１金属線１４１と第３金属線１
４３との端部を、第１固定部１５１及び第２固定部１５２にそれぞれ挿入することによっ
て板状部材１１に固定する。
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【００２９】
　図６に示すように、板状部材１１の下方には、例えば、ファクシミリ送受信部１１０が
配置されている。ファクシミリ送受信部１１０は、ＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒ
ｃｕｉｔ）基板と、コンデンサー、又は抵抗のような複数の素子とを備え、公衆電話回線
を介してファクシミリを送受信する。ファクシミリ送受信部１１０の上面は、板状部材１
１によって覆われている。
【００３０】
　以上、図３～図６を参照して説明したように、本実施形態では、金属線１４がシールド
チューブ１３を固定するため、配線１２の配線経路を固定できる。また、シールドチュー
ブ１３が配線１２を覆い、シールドチューブ１３は、アース経路２０に通電可能に接続さ
れているため、簡素な構成で配線１２のノイズを低減できる。
【００３１】
　すなわち、シールドチューブ１３は、アース経路２０に通電可能に接続されているため
、接地されている。また、シールドチューブ１３が配線１２を覆うため、配線１２は、シ
ールドチューブ１３によって静電遮蔽される。したがって、配線１２から放射される電磁
ノイズは、シールドチューブ１３によって低減される。
【００３２】
　また、金属線１４がシールドチューブ１３を板状部材１１に押圧して固定し、板状部材
１１は、アース経路２０に導電可能に接続されるため、シールドチューブ１３のアース経
路２０を簡素な構成で形成できる。
【００３３】
　更に、画像形成装置１００が配線構造４を備えるため、画像形成装置１００において、
配線１２のノイズを低減できる。
【００３４】
　次に、図７及び図８を参照して、本発明の実施形態に係る配線構造の別の一例について
説明する。図７は、配線構造の別の一例としての配線構造５を示す斜視図である。図７は
、図３に示す画像形成ユニット１から更に一方の側板を取り外し、別の位置にある視点か
ら見た斜視図である。図７に示すように、画像形成ユニット１の上面には、配線構造４が
配置され、画像形成ユニット１の一方の側面には、配線構造５が配置される。
【００３５】
　図８は、配線構造の別の一例としての配線構造５を示す拡大図である。図８に示すよう
に、配線構造５は、配線１２、シールドチューブ１３、金属線１６、及び固定部材１７を
備える。配線１２、及びシールドチューブ１３については、図３～図６を参照して説明し
たので、重複を避けるため、その説明を省略する。
【００３６】
　金属線１６は、シールドチューブ１３を固定すると共に、アース経路２０の一部を構成
する。金属線１６は、導電性を有する金属製の線材である。本実施形態では、金属線１４
は、いわゆる「針金」である。金属線１６は、一方側の端部１６１、他方側の端部１６２
、及び連結部１６３を有する。
【００３７】
　一方側の端部１６１は、略Ｕ字状に形成され、シールドチューブ１３を挟んで支持する
。他方側の端部１６２は、固定部材１７によって固定される。連結部１６３は、一方側の
端部１６１と他方側の端部１６２とを連結する。
【００３８】
　固定部材１７は、他方側の端部１６２を固定する。固定部材１７は、ボルト１７１、及
び板状部材１７２を有する。ボルト１７１は、板状部材１７２に形成された図略のボルト
孔に螺合される。ボルト１７１の頭部と板状部材１７２との間に、他方側の端部１６２が
固定される。また、板状部材１７２は、アース経路２０に導電可能に接続されている。板
状部材１７２は、「導電性部材」の別の一例に相当する。
【００３９】
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　金属線１６は、例えば、以下のようにして配置される。まず、一方側の端部１６１を略
Ｕ字状に形成して、一方側の端部１６１でシールドチューブ１３を挟む。次に、他方側の
端部１６２をボルト１７１の頭部と板状部材１７２との間に配置して、ボルト１７１を締
めこむことによって他方側の端部１６２を板状部材１７２に固定する。
【００４０】
　以上、図７及び図８を参照して説明したように、本実施形態によれば、金属線１６の一
方側の端部１６１は、シールドチューブ１３を支持し、金属線１６の他方側の端部１６２
は、板状部材１７２に固定され、板状部材１７２はアース経路２０に導電可能に接続され
る。よって、シールドチューブ１３のアース経路２０を簡素な構成で形成できる。すなわ
ち、シールドチューブ１３を、金属線１６及び板状部材１７２を含むアース経路２０に接
続し得る。
【００４１】
　更に、シールドチューブ１３は、アース経路２０に通電可能に接続されているため、接
地されている。また、シールドチューブ１３が配線１２を覆うため、配線１２は、シール
ドチューブ１３によって静電遮蔽される。したがって、配線１２から放射される電磁ノイ
ズは、シールドチューブ１３によって低減される。
【００４２】
　また、画像形成装置１００が配線構造５を備えるため、画像形成装置１００において、
配線１２のノイズを低減できる。
【００４３】
　以上、図面を参照しながら本発明の実施形態について説明した。ただし、本発明は、上
記の実施形態に限られるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々の態様において
実施することが可能である（例えば、下記に示す（１）～（５））。図面は、理解し易く
するために、それぞれの構成要素を主体に模式的に示しており、図示された各構成要素の
厚み、長さ、個数等は、図面作成の都合上から実際とは異なる場合がある。また、上記の
実施形態で示す各構成要素の形状、寸法等は一例であり、特に限定されるものではなく、
本発明の構成から実質的に逸脱しない範囲で種々の変更が可能である。
【００４４】
　（１）図１～図８を参照して説明したように、配線構造４及び配線構造５は画像形成装
置１００に配置されるが、本発明はこれに限定されない。配線構造４及び配線構造５は、
電子機器に配置される形態であればよい。例えば、配線構造４及び配線構造５が、コンピ
ューター、スマートフォン、又はＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓ
ｃ）プレイヤーに配置される形態でもよい。
【００４５】
　（２）図１～図８を参照して説明したように、配線１２が電力を伝送するが、本発明は
これに限定されない。配線１２が信号及び電力の少なくとも一方を伝送する形態であれば
よい。例えば、配線１２が信号を伝送する形態でもよい。この形態では、シールドチュー
ブ１３によって、外部から配線１２へ入るノイズを低減できる。
【００４６】
　（３）図３～図６を参照して説明したように、板状部材１１が「導電性部材」に相当す
るが、本発明はこれに限定されない。「導電性部材」は導電性を有し、アース経路に導電
可能に接続される部材であればよい。例えば、「導電性部材」が接地された金属製のフレ
ームである形態でもよい。
【００４７】
　（４）図３～図６を参照して説明したように、金属線１４は「針金」であるが、本発明
はこれに限定されない。金属線１４が導電性を有する線状の部材であればよい。例えば、
金属線が銅線である形態でもよい。また、例えば、金属線が合金製の線状部材である形態
でもよい。
【００４８】
　（５）図７及び図８を参照して説明したように、「導電性部材」が板状部材１７２であ
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るが、本発明はこれに限定されない。「導電性部材」は導電性を有し、アース経路に導電
可能に接続される部材であればよい。例えば、「導電性部材」が接地された金属製のフレ
ームである形態でもよい。
【００４９】
　（６）図７及び図８を参照して説明したように、金属線１６は「針金」であるが、本発
明はこれに限定されない。金属線１６が導電性を有する線状の部材であればよい。例えば
、金属線が銅線である形態でもよい。また、例えば、金属線が合金製の線状部材である形
態でもよい。
【産業上の利用可能性】
【００５０】
　本発明は、画像形成装置に関するものであり、産業上の利用可能性を有する。
【符号の説明】
【００５１】
　１００　　画像形成装置
　１　　画像形成ユニット（画像形成部）
　２１　　フレーム
　２　　画像読取ユニット
　３　　原稿搬送ユニット
　４　　配線構造
　１１　　板状部材（導電性部材）
　１１１、１１２　　切欠き
　１２　　配線
　１３　　シールドチューブ
　１４　　金属線
　１５　　固定部
　１５１　　第１固定部
　１５２　　第２固定部
　５　　配線構造
　１２　　配線
　１３　　シールドチューブ
　１６　　金属線
　１６１　　一方側の端部
　１６２　　他方側の端部
　１６３　　連結部
　１７　　固定部材
　１７１　　ボルト
　１７２　　板状部材（導電性部材）
　２０　　アース経路
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